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欧州議会及びEU閣僚理事会は，
EU機能条約，とくに第81条第２項ａ，ｅ及びｆに基づき，
欧州委員会の提案に基づき，
欧州経済及び社会委員会の意見に従い1，
通常の立法手続に従って2，
以下の考慮事由を述べて，本規則を公布した。
（本規則考慮事由）
⑴ EUは，自由，安全，司法に関し自由な人の移動を保障する一つの空間の維持
と継続的発展という目標を定めた。この空間の段階的構築のため，共同体は国境
を越える関連性を示す民事事件での司法共働の分野における措置を講ずるものと
し，このことはとりわけ，それが域内市場が円滑に機能するために必要である場
合に当てはまるものとする。
⑵ EU機能条約（TFEU）第81条第２項によると，このことには，とりわけ以下の
ことを確保する措置を含むものとする。それは，加盟国間の裁判所の裁判の相互
の承認と執行，司法への実効的なアクセス及び民事手続の円滑な進行に対する障
害の除去であり，必要な場合には，加盟国において妥当する民事法上の手続規定
309
◆ 翻　訳 ◆
法科大学院教授 野村　秀敏
民事及び商事事件において国境を越えての債権の取立てを
容易にするために，ヨーロッパ口座保全差押命令手続を創設
するための2014年5月15日付け欧州議会及び閣僚理事会規則
（EU）第655/2014号＊（EU口座保全差押命令手続規則）試訳
＊ OJ L 189, 27.6.2014, p.59. 翻訳に際してはドイツ語版を基本とし，適宜，英語版，フランス語
版を参照した。
１　OJ C 191, 29.6.2012, p.57
２　2014年４月15日の欧州議会の立場表明（官報未掲載）及び2014年５月13日の閣僚理事会決定。
の調和の促進という手段をも用いるものとする。
⑶ 2006年10月24日，委員会は，「EUにおける判決のより効率的な執行：保全口座
差押え」というグリーンブックにより，銀行口座の保全差押えのためのヨーロッ
パの統一的な手続の必要性とこの手続のメルクマールに関する諮問を行った。
⑷ 2010年から2014年の間についての自由，安全及び司法の分野における優先順位
を確定する2009年12月のストックホルム・プログラム3において，欧州閣僚理事
会は，委員会に対して，以下のことを求めた。それは，たとえば債権執行前にお
ける財産対象物の取立ての阻止のような，保全に向けられた措置を含めての，
EUレベルでの一定の仮の措置の必要性とそのような措置の実行可能性について
検討し，かつ，銀行口座と債務者財産に関わるEUにおける判決の執行の効率性
の改善についての適切な提案をすることである。
⑸ たとえば口座保全差押命令の形態での保全措置の取得のための国内手続は，す
べての加盟国に存在する。ただし，その発令のための要件とその実行の効率性に
関しては，それらは相互に異なっている。その上，国境を越える関連性を有する
事件における国内保全措置は利用しにくいものとなりうるし，とりわけ，債権者
が別々の加盟国にある複数の口座を差し押さえさせようとするときはそうであ
る。それ故，国境を越える事件において効率的かつ円滑に銀行口座にある資金を
差し押さえることを可能とする新たなEUの手続を創設する，拘束的かつ直接適
用になるEUの法文書を発することが必要であり，適切であるように思われる。
⑹ 本規則によって創設された手続は，債権者に，もう一つの選択的な可能性とし
て役立つものである。同等の措置を取得するための国内法による別の手続を利用
することは，従前と同様に債権者の自由である。
⑺ 債権者は，債務者に対する自己の債権の後での執行がそのような措置がなけれ
ば不可能又は著しく困難となるおそれがあるときは，当該債務者が他の加盟国に
ある銀行口座に保有する資金の送金又は引出しを阻止するために，ヨーロッパ口
座保全差押命令（以下「保全差押命令」又は「命令」という。）の形式での保全
措置を取得することができるものとする。債務者の口座の資金の差押えは，当該
債務者自身のみならず，たとえば継続的委任の形式により，又は自動引落手続若
しくはクレジットカードにより，この口座を利用して支払を行うことをその者か
ら委託されている者も，当該資金の使用を阻止されるという結果に繋がるべきも
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のとする。
⑻ 本規則の客観的適用範囲は，若干の厳格に画された法領域を別として，すべて
の民商法に及ぶものとする。本規則は，とりわけ倒産手続の枠内においては，債
務者に対する債権には適用されない。このことは，その者に対して閣僚理事会規
則（EU）第1346/2000号4の意味における倒産手続が開始されると，債務者に対し
て保全差押命令が発令されえないということを意味する。他方，この除外により，
保全差押命令がそのような債務者が第三者に対して行った詐害的支払の返還請求
権の保全のために使用されうるということが可能とされる。
⑼ 本規則は，顧客の預金又はその他の払戻し可能な資金を受け入れ，自己の計算
において信用供与をするという活動を行っている金融機関にある口座に適用され
るものとする。
本規則は，したがって，そのような預金の受入れを行わない金融機関，たとえ
ば，輸出及び投資プロジェクト若しくは途上国におけるプロジェクトに融資をす
る機関，又は金融市場サービスを行う機関には適用にならない。さらに本規則は，
それがその資格において通貨当局として行動するときには，中央銀行により保有
されている又はその下に保有されている口座にも，保全差押命令と等価値の国家
の命令による暫定的な差押えの対象となりえない，又は，他の方法により，上記
の口座の所在する加盟国の法によると差押えの対象とすることの許されない口座
にも適用にならない。
⑽ 本規則は専ら国境を越える法律事件に適用になり，どのような場合に，この特
別な文脈における国境を越える法律事件が存在するかを確定する。本規則の目的
のために，保全差押命令を求める申立てを扱う裁判所がある加盟国に所在し，そ
の命令の対象となる口座が他の加盟国に所在するときには，国境を越える法律事
件があるものと見做す。さらに，債権者がある加盟国に住所を有し，裁判所及び
保全差押えを受けるべき銀行口座が他の加盟国に所在するときには，国境を越え
る法律事件があるものと見做す。
本規則は，保全差押命令が申し立てられた裁判所の所属する加盟国に所在する
口座には，債権者の住所が同一加盟国にある限り適用されず，そのことは，債権
者が，同時に，他の加盟国に所在する一若しくは複数の口座に係る保全差押命令
発令を求める申立てをするときであっても同様である。その場合，債権者は二つ
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の別個の申立て―保全差押命令の発令を求める申立てと国内措置を求める申立
て―をすべきものである。
⑾ 保全差押命令手続を利用することができるのは，本案手続の開始前乃至訴訟の
各段階において，後に下される本案の裁判の執行を確保しようとする各債権者で
ある。それは，債務者に債権者の債権の履行を求めている裁判所の裁判，裁判上
の和解又は公の証書を取得した債権者に対しても開かれている。
⑿ 保全差押命令は，既に期限の到来した債権の保全のために利用することができ
る。さらにそれは，期限未到来の債権のためにも利用することができる。ただし，
当該債権は既に行われた取引又は既に生じた出来事に起因して発生し，その額を
確定しうるものに限るが，不法行為又は不法行為に等しい行為に起因する債権，
及び，損害賠償又は刑事手続の対象となる行為に基づく原状回復の請求を含むも
のとする。
債権者は債権の元本額又はそれ以下の金額に関する保全差押命令を申し立てる
可能性を有するものとする。後者は，たとえば，債権者が，その債権の一部のた
めに，既に他の担保を得ているときは，その利益に適うであろう。
⒀ 保全差押命令手続と本案の手続の間の緊密な結び付きを確保するために，命令
の発令のための国際管轄権はその裁判所が本案について管轄権を有する加盟国の
裁判所にあるものとする。本規則の目的のためには，「本案の手続」との概念は，
たとえば，略式督促手続とかフランスの仮命令手続（「レフェレ手続」）のような手
続を含めて，基礎にある債権についての執行名義を取得することに向けられてい
るすべての手続をカヴァーするものとする。債務者が加盟国に住所を有する消費
者であるときは，命令発令の管轄権は当該加盟国の裁判所に専属するものとする。
⒁ 命令取得のための要件に関しては，命令取得についての債権者の利益と命令の
濫用防止についての債務者の利益とが相互に適切に衡量されるものとする。
それ故，債権者が裁判所の裁判取得前に保全差押命令を申し立てるときは，申
立てを受ける裁判所は，債権者によって提出された証拠方法に基づいて，当該債
務者に対する当該債権者の債権が本案において債権者に有利に判断されることが
見込まれるということについて確認しなければならないものとする。
さらに債権者は，すべての場合において，既に裁判所の裁判を取得していても，
現在又は将来の裁判所の裁判の執行が可能となる前に，債務者が財産を消費，隠
匿若しくは毀損し，又は廉価で，異常に大量に若しくは異常な行為によって譲渡す
る現実的なおそれがあるので，債権の保護のための裁判所の措置に急迫の必要が
312 専修ロージャーナル　第12号2016.12
あり，命令がなければ，現在又は将来の裁判所の裁判の執行が不可能又は著しく
困難となるおそれがあることを，裁判所に対して十分に証明しなければならない。
裁判所は，そのようなおそれの存在を証明するために債権者が提出した証拠方
法を利用する。これは，たとえば，債権者の債権に関し又は当事者間の過去の紛
争において債務者がとった態度，債務者の信用履歴，債務者の財産の種類，及び
その財産との関連において債務者が最近したすべての行為に関連することがあり
うる。証拠方法の使用にあたっては，裁判所は，債務者による口座からの引出し
と支出が，その通常の事業活動の維持又はその家族のための定期的な支出として，
それとして異常なものではないという事情を考慮することができる。債権の単な
る不払い，若しくは単にそれを争うというだけのこと，又は単なる債務者が複数
の債権者を有するという事実は，それだけでは，命令の発令を正当化するために
十分な証拠方法とは見做されないものとする。単に，債務者の財政事情が悪い又
は悪化しているというだけの事実も，それだけでは，命令の発令を正当化する十
分な根拠とは見做されないものとする。しかし，裁判所は，これらの要素を，お
それの存在の全体的評価に当たって考慮することができる。
⒂ 保全差押命令の不意打ち効果を確保し，それが，国境を越える事件において債
務者から債務を取り立てようとする債権者にとって有用な道具であることを保証
するために，債務者は，債権者の申立てについての通知を受けることはなく，命
令の発令前に審尋されることも，命令の実行前に通告されることもないものとす
る。裁判所が，債権者又は場合によってはその証人によって提出された証拠方法
と情報とに基づいて，上記の保全差押えが正当ではないとの確信に至るときは，
命令を発令しないものとする。
⒃ 債権者が，裁判所の面前で本案手続を開始する前に，保全差押命令を申し立て
る状況においては，本規則によって，そのような手続を具体的な期間内に開始し，
命令を求める申立てをした裁判所に当該手続の開始の証明を提出することを義務
付けられるものとする。債権者がこの義務に従わないときは，命令は裁判所のイ
ニシアチブによって取り消されるか，自動的に終了するものとする。
⒄ 債務者の事前の審尋は行われないから，本規則中で，命令の濫用防止と債務者
の権利の保護のための特別な保証が定められるものとする。
⒅ そのような重要な保証は，債務者が，保全差押命令によりその者に発生した損
害について，後に賠償を受けることができることを確保するめに，債権者から担
保を要求する可能性にある。国内法規定に応じて，この担保は保証金，又は，た
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とえば銀行保証とか不動産質権とかの別の形式の担保の形で提供することができ
る。裁判所は，命令の濫用が防止され，債務者のための損害賠償が確保されるよ
うに算定されなければならない担保の額の決定に当たっては，特別な裁量権を行
使するものとし，潜在的な損害の額に関して特別な証拠方法が欠けているときに
は，そのために命令が発令される金額を担保額の決定の基準と見做すことが，そ
の自由に委ねられている。
債権者が未だ，債務者に債権者の債権の履行を求める裁判所の裁判，裁判上の
和解又は公の証書を取得していない場合には，担保を立てることが原則となる。
裁判所は，そのような立担保が事件の状況に鑑みると不適切，過剰又は不相当で
あると考えるときに例外的にのみ，この要求から離れ，又はより低額な担保を提
供することを求めるものとする。たとえば，債権者に有利な特別に多くの視点が
あるが，債権者が立担保のための十分な資力を有しないとき，債権が扶養料若し
くは賃金の支払に関するものであるとき，又は，たとえば少額の業務上の債務の
場合のように，債務者に損害が発生しない蓋然性があるときが，このような状況
と言えるであろう。
債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得している場合に
は，立担保は裁判所の裁量に委ねられる。担保を立てることは―上記の例外的
場合を別として―たとえば，その執行が保全差押命令によって保全されるべき
裁判所の裁判が上訴手続が係属中であるために未だ執行力を有せず，又は仮執行
が可能であるに過ぎないときに適切でありうる。
⒆ 債権者の利益と債務者の利益の適切な均衡回復の更なる重要な要素と見做され
るのは，債権者が保全差押命令により債務者に生ずるすべての損害について責任
を負うとの原則である。それ故，本規則は，債権者が有責である保全差押命令に
よって債務者が被った損害についての債権者の責任を，最低基準として定める。
この関連における証明責任は債務者にあるものとする。本規則にあげられた責任
原因に関しては，調和のとれた規定により，債務者の有責性についての反証可能
な推定を定めるものとする。
さらに加盟国は，本規則にあげられたもの以外の責任原因をその国内法中に維
持し又は導入することができるものとする。この別の責任原因に関して，さらに
加盟国は，危険責任のような別の種類の責任を維持し又は導入することができる
ものとする。
さらに本規則は，債権者の責任に適用されるべき法は執行国である加盟国法で
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あるとする抵触規範を含むものとする。複数の執行国である加盟国があるときは，
適用されるべき法は，債務者が常居所を有する執行国である加盟国の法であるも
のとする。債務者が執行国である加盟国に常居所を有しないときは，適用される
べき法は，事件と最も緊密な結び付きを示す執行国である加盟国の法であるもの
とする。最も緊密な結び付きの決定に当たっては，様々な執行国である加盟国に
おいて保全差押えを受けた口座の総額が裁判所によって考慮されるべき要素の一
となりうる。
⒇ 国境を越えるコンテクストにおいて債務者の銀行口座の所在について情報を得
ることに存在する実際上の困難を克服するために，本規則は，裁判所が保全差押命
令発令前に，債務者の口座の探索のために必要な情報を，債権者の考えによると債
務者が口座を保有する加盟国の指定された情報官庁から入手することを，債権者
が申し立てることができるとするメカニズムを定めるものとする。国家官庁のそ
のような関与と私人のデータのそのような入手方法の特別な性格に鑑みて，一般
に，口座情報へのアクセスは，債権者が既に執行力ある裁判所の裁判，執行力ある
裁判上の和解又は執行力ある公の証書を取得している場合にのみ認められるもの
とする。しかし例外的場合には，債権者は，それが取得した裁判所の裁判，裁判上
の和解又は公の証書が未だ執行しうるようになっていない場合にも，口座情報の
入手を申し立てることができるものとする。そのような申立ては，関係の事情を
考慮すると保全差押えを受けるべき口座が相当な金額のものであると見込まれる
とき，及び，裁判所が，債権者によって提出された証拠方法に基づいて，そうでな
ければ債務者に対する債権者の債権の後の執行が危うくなる蓋然性があるので，
この口座情報が差し迫って必要であり，かつ，このことが後に債権者の財政状況の
著しい悪化に繋がると認めることが正当であるときに，なされうるものとする。
このメカニズムが機能するように，加盟国は，この情報の入手のため，有効か
つ効率的であり，不相当な時間と費用のかからない一若しくは複数の方法を，そ
の法規定中に定めるものとする。そのメカニズムは，保全差押命令発令のための
すべての要件と要求が満たされており，債権者が申立て中で，たとえば債務者が
その加盟国で働いている若しくは職業活動に従事している，又は財産を所有して
いるといった理由により，債務者が特定の加盟国に一若しくは複数の口座を保有
するということを認める根拠がなぜ存在するのか，ということを適切に理由付け
たときにのみ適用されるものとする。
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（21） 債務者の個人データの保護が確保されるように，債務者の銀行口座の探索を通
じて得られた情報は債権者には伝えられないものとする。それは，嘱託裁判所と，
銀行又は執行国である加盟国において命令の執行について管轄するその他の機関
が，たとえば，同一の名前と同一の住所を有する複数の者が同一の銀行に口座を
保有しているときのように，命令中にあげられた情報では債務者の口座を探索で
きないときにのみ，例外的に債務者の銀行に提供されるものとする。そのような
場合に，命令中で，保全差押えを受けるべき口座の番号が情報入手の申立てに
よって得られたということが指摘されているときは，銀行はこの情報の入手を執
行国である加盟国の情報官庁に申し立てるものとし，非公式かつ簡単な方法でこ
の申立てをすることができるものとする。
（22） 本規則は，債権者に，保全差押命令の発令を求める申立ての却下に対する不服
申立権を認めるものとする。この権利は，新事実又は新たな証拠方法に基づいて
保全差押命令の発令を求める新たな申立てをする債権者の可能性に影響しないも
のとする。
（23） 銀行口座の保全差押えの執行制度は各加盟国によって相当に異なる。加盟国に
おけるこの制度の重なりを避け，国内手続を可能な限り遵守するために，本規則
は，保全差押命令の執行と実際の実行に関して，そこでその命令が執行されるべ
き加盟国における同等の国内命令の執行と実行のための既存の方法と制度とに基
づくものとする
（24） 迅速な執行を確保するために，本規則は，発布国である加盟国から執行国であ
る加盟国の管轄官庁への転達が，転達された文書の内容を正しく，適切かつ容易
に読むことができるようにする適当な方法でなされることを定めるものとする。
（25） 執行国である加盟国の管轄官庁は保全差押命令を受領すると直ちに，下された
命令を銀行，若しくは当該加盟国においてこの命令の執行について管轄するその
他の機関へ転達し，又は―このことが国内法に規定されている場合―銀行に命
令を実行することを指示して，命令を国内法に従って執行させるために必要な手
段をとるものとする。
（26） 保全差押命令は，―執行国である加盟国法により同等の国内命令について利用
しうる方法に応じて―保全差押えを受けるべき口座が閉鎖され，又は，そのこ
とが国内法に定められているならば，その資金が差押目的のための特別な口座に
送金されることによって，実行される。その際，特別な口座としては，管轄執行
官庁，裁判所，債務者が口座を保有する銀行，又は，特定の場合に保全差押えに
ついてコーディネートする機関として指名された銀行によって保有されている口
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座が問題となりうる。
（27） 本規則は，保全差押命令の執行のために，予め，費用の支払を要求する可能性
を妨げるものではない。この問題の規律は，命令が執行されるべき加盟国の国内
法に委ねられる。
（28） 保全差押命令は，執行国である加盟国において，同等である国内命令と同一順
位を占めるものとする。特定の執行処分が国内法により保全差押えの処分よりも
優先順位を有するときは，それには，保全差押命令との関係で，同一の優先順位
が与えられるものとする。本規則の目的のためには，幾つかの国内法秩序に存在
する対人的命令は同等の国内命令と見做されるものとする。
（29） 本規則は，銀行，又は当該加盟国において保全差押命令の執行について管轄す
るその他の機関に，当該命令によって債務者の資金が保全差押えを受けたか否か，
―受けたとすれば―どの範囲でか，について陳述することを義務付けるものと
する。加えて，本規則は，債権者に，すべての保全差押えを受けた資金のうちの，
命令中であげられた金額を越える部分の差押えからの解放を配慮するように義務
付けるものとする。
（30） 本規則は，債務者の公正な手続を求める権利及び有効な救済を求める権利を保
護し，それ故，債務者をして―保全差押命令の発令のための手続が被申立人の
審尋を経ずに行われるという事情を考慮して―命令又はその執行を，本規則に
あげられた理由により，命令の実行後すみやかに争うことを可能ならしめるもの
とする。
（31） この関連において，本規則は，保全差押命令，発布国である加盟国の裁判所に
債権者が提出したすべての文書及び必要なすべての翻訳が，債務者に対して，命
令の実行後遅滞なく送達されることを定めるものとする。裁判所は，たとえば事
情聴取の際の筆記録のような，命令を基づかせた，そして債務者が不服申立ての
ために必要とするかもしれないその他の文書を，その裁量によって添付すること
ができるものとする。
（32） 債務者は，とりわけ，本規則中に規定された条件若しくは要求が満たされな
かったとき，又は，命令発令に繋がった事情が変化して当該命令の発令がもはや
正当ではなくなったとき，保全差押命令の再審査を要求することができるものと
する。債務者には，たとえば，当該事件が本規則の意味において国境を越える事
件ではなかったとき，本規則中で規定された管轄規則が遵守されなかったとき，
債権者が本規則中で規定された期間内に本案の手続を開始せず，その結果，裁判
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所が自己のイニシアチブで決定を取り消さず，又は当該決定が自動的に終了しな
かったとき，債権者の債権が，その債権の後の執行が不可能若しくは著しく困難
となるおそれが存在しなかったので，保全差押命令の形式での緊急の保護を必要
としなかったとき，又は，立担保が本規則の要求と調和しなかったときには，不
服申立手段が与えられるものとする。
さらに，債務者には，命令及び保全差押えに関する陳述の送達を本規則に定め
られたとおりに受けなかったとき，又は，それに送達された文書が本規則に規定
された言語に関する要求を満たしていなかったときには，不服申立手段が与えら
れるものとする。しかし，この不服申立手段は，欠けている送達又は翻訳が一定
の期間内に治癒されるときは，与えられないものとする。欠けている送達を治癒
するために，債権者は，発布国である加盟国において送達を管轄する機関に，当
該文書が債務者に書留によって送達されることを申し立てるか，又は，債務者が
文書を裁判所に取りに行くことに同意しているときは，裁判所にその文書の必要
な翻訳を預けるものとする。そのような申立ては，たとえば，裁判所が，国内法
と調和して，送達を自己のイニシアチブで開始した場合のように，欠けている送
達が既に他の手段で治癒されているときには，必要ではない。
（33） 誰が本規則により必要な翻訳を用意するか，及び，誰がこの翻訳の費用を負担
するかは，国内法に委ねられる。
（34） 保全差押命令の発令に対する不服申立てを認容する管轄権は，当該命令を発令
した加盟国の裁判所にあるものとする。命令の執行に対する不服申立てを認容す
る管轄権は，執行国である加盟国の裁判所，又は所定の場合には管轄執行官庁に
あるものとする。
（35） 債務者は，別の他の適切な担保を供して，差し押さえられた資金の差押えから
の解放を求める権利を有するものとする。この別の担保は，保証金，又は，たと
えば銀行保証とか不動産質権とかの別の担保提供の形で提供することができる。
（36） 本規則により，たとえば，債務者の生活扶養の確保のために必要な資金のよう
な，執行国である加盟国の法によって差押えを禁止されている資金には，口座保
全差押えは影響しないことが確保されるものとする。この加盟国において適用に
なる手続に沿って，当該資金は，裁判所，銀行若しくは執行官庁でありうる管轄
機関の職権によって，命令の実行の前に差押えを禁止されるか，又は，債務者の
申立てによって命令の実行後に差押えから解放されるものとする。複数の加盟国
にある口座が保全差押えの対象となり，差押禁止が複数回適用されたときは，債
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権者は，執行国である加盟国の一つの管轄裁判所に，又は，そのことが執行国で
ある加盟国の国内法上定められている限りで，この加盟国の管轄官庁に，この加
盟国において妥当する差押禁止の調整を申し立てることができるものとする。
（37） 保全差押命令が迅速かつ円滑に発令されることを確保するために，本規則にお
いては，種々の手続段階の終結について期間が設けられるものとする。手続に関
与する裁判所又は官庁は，たとえば法律上又は事実上複雑な事件におけるように，
特別な事情があるときにのみ，この期間から離れることができるものとする。
（38） 本規則において定められた期間と期限の算定については，閣僚理事会の規則
（EEC，Euratom）第1182/71号5が適用になるものとする。
（39） 本規則の適用を容易とするために，加盟国は，委員会に，保全差押命令及び同
等の国内命令に関する一定の情報を提供する義務を負うものとする。
（40） 本規則の実際の適用を容易にするために，とりわけ保全差押命令申立書，命令
それ自体，資金の保全差押えに関する陳述，及び本規則に従っての不服申立書に
ついての標準書式が作成されるものとする。
（41） 手続の効率性を高めるために，本規則は，当該加盟国の手続規則によって許さ
れている最新のコミュニケーション技術の利用を，とりわけ本規則中に定められ
た標準書式への記入，及び手続に関わる官庁の間の連絡のために，最大限認める
ものとする。さらに，本規則による保全差押命令及び他の文書への署名は技術的
に中立であって，したがって，―デジタル証明又はより確実な認証のような―
既存の手続の使用が可能であるだけでなく，この分野における将来の技術的な発
展が考慮されうるものとする。
（42） 本規則実施のための統一的な条件を確保するために，委員会に，本規則中で定
められた標準書式の作成とその後の改訂に関わる実施権限が委ねられる。この権
限は，欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第182/2011号6と調和するように行使さ
れるものとする。
（43） 協議手続が，本規則中に定められた標準書式の作成とその後の改訂の実施のた
めの法行為の公布のために，規則（EU）第182/2011号の第４条に従って適用され
るものとする。
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５　期間，日付け，期限についての規則を定める1971年６月３日の閣僚理事会規則（EEC，EURATOM）
第1182/71号（OJ L 124, 8.6.1971, p.1）。
６　加盟国が委員会によって実施権限の行使をコントロールする一般的規則と原則を定める2011
年２月16日の欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第182/2011号（OJ L 55, 28.2.2011, p.13）。
（44） 本規則は，EU基本権憲章で承認された基本権及び基本原則と調和する。本規
則により，とりわけ，憲章第７条・第８条・第17条乃至第47条による，私生活及
び家族生活の尊重，個人データの保護，所有権並びに有効な救済と公正な手続を
求める権利が促進されるものとする。
（45） 本規則による個人データへのアクセス及びそのようなデータの使用と転達の枠
内において，加盟国において国内法化された欧州議会及び閣僚理事会指令第
95/46号7の要求が遵守されるものとする。
（46） しかし，本規則の適用のために，個人データへのアクセス並びにその使用及び
転達のための一定の特別な条件が定められるべきである。この関連において，欧
州データ保護監督庁の意見表明8が考慮された。データ調査対象者への通知は，
国内法に沿って行われるものとする。しかし，その口座に関する情報開示の債務
者への通知は，早い通知が保全差押命令の効果を危くすることを阻止するために
30日分だけ遅らされるものとする。
（47） 本規則の目標，すなわち，債務者がEUの域内の銀行口座に保有する資金の送金
又は引出しによって債権者の債権の後での執行を危うくすることを阻止する保全
差押命令を取得することを，債権者に可能ならしめる保全措置のためのEU手続の
創設は，加盟国によっては十分には実現されえず，むしろ，その大がかりさと影響
のためにEUレベルで実現されるべきであるから，EUは，欧州条約（TEU）第５条
中にあげられた補完性原則に沿って活動することができる。同条にあげられた比
例性原則に対応して，本規則は，この目標の実現に必要な範囲を出ることはない。
（48） 本規則は，諸条約に従ってそれが拘束する加盟国に関してのみ適用されるもの
とする。それ故，本規則による保全差押命令取得の手続は，本規則によって拘束
された加盟国に住所を有する債権者のみが利用でき，本規則に基づいて発令され
た命令は，そのような加盟国の一に保有される銀行口座の保全差押命令にのみ適
用されるものとする。
（49） 自由，安全，司法の領域に関する連合王国及びアイルランドの地位に関する
TEU及びTFEU付属議定書第21号の第３条に従って，アイルランドは，本規則の
採択と適用に参加の希望を通告した。
（50） 自由，安全，司法の領域に関する連合王国及びアイルランドの地位に関する
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７　個人テータの処理に際しての自然人の保護及びデータの自由移動のための1995年10月24日の
欧州議会及び閣僚理事会指令第95/46号/EC（OJ L 281, 23.11.1995, p.31）。
８　OJ L 373, 21.12.2011, p.4.
第１章　対象，適用範囲及び概念規定
第１条　対　象
⑴ 本規則により，債権者が，その債権の後での執行が，その債務者が他の加盟国
にある銀行口座に自己の名で保有する資金が命令中であげられた金額に至るまで
送金又は引き出されることによって危うくされることを阻止する，ヨーロッパ口
座保全差押命令（以下「保全差押命令」又は「命令」という。）を取得すること
ができるEU手続が創設される。
⑵ 保全差押命令は，債権者に，国内法による保全差押措置の選択肢として提供さ
れる。
第２条　適用範囲
⑴ 本規則は，裁判所の種類を問わず，第３条の意味における法律事件で民事及び
商事事件に適用される。本規則は，とくに，租税及び関税事件，行政事件又は主権
の行使の枠内における作為若しくは不作為に関する国家責任には適用されない。
⑵　本規則は，以下のことには適用されない。
ａ）夫婦財産制，又は当該関係に適用されるべき法によると婚姻に比肩しうる効
果を有する関係に基づく財産制度
ｂ）遺言法，及び死亡によって発生する扶養義務を含めた相続法の領域
ｃ）倒産手続，和議又は類似の手続が開始された債務者に対する債権
ｄ）社会保障
ｅ）仲裁裁判権
⑶ 本規則は，口座が保有されている加盟国の法により差押えが許されない銀行口
座にも，欧州議会及び閣僚理事会指令第98/26号/EC 9第２条ａの意味におけるシス
TEU及びTFEU付属議定書第21号の第１条・第２条に従って，かつ，当該議定書
第４条にもかかわらず，連合王国は，本規則の採択に参加せず，本規則によって
拘束されず，その適用の義務を負うこともない。
（51） デンマークの地位に関するTEU及びTFEU付属議定書第22号の第１条・第２条
に従って，デンマークは，本規則の採択に参加せず，本規則によって拘束されず，
その適用の義務を負うこともない。
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９　支払及び有価証券引渡し・決済システムにおける決済の有効性に関する1998年５月19日の欧
テムの運用との関連で保有されている口座にも適用されない。
⑷ 本規則は，それが通貨官庁としての資格において保有されているときには，中
央銀行により又は中央銀行の下に保有されている銀行口座には適用されない。
第３条　国境を越える法律事件
⑴ 本規則の目的のためには，法律事件は，保全差押命令の対象となる銀行口座が
以下の加盟国以外の加盟国に保有されているときに，国境を越えるものと見做さ
れる。
ａ）保全差押命令が第６条に従って申し立てられた裁判所の加盟国，又は
ｂ）債権者が住所を有する加盟国。
⑵ 国境を越える事件が存在するか否かを確定するための基準時は，保全差押命令
発令を求める申立てが保全差押命令発令について管轄権を有する裁判所になされ
た日である。
第４条　概念規定
本規則の目的のために，以下の用語は，それぞれ当該箇所に定められたところを
指すものとする。
１．「銀行口座」又は「口座」　いかなるものであれ，債務者の名で，又は債務者
のために他人の名で，銀行に保有されており，資金が貸方記入されている口座
２．「銀行」　欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第575/2013号10第４条第１項第１
号の意味における金融機関。ただし，その支店がEU内に所在するときは，その
本拠をEU内又は―欧州議会及び閣僚理事会指令第2013/36/号EU 11に従い―EU外
に有する，上記規則第４条第１項第17号の意味における支店を含む。
３．「資金」　任意の通貨で口座に貸方記入されている資金，又は，たとえば短期
金融市場預金のような比肩しうる金銭債権
４．「銀行口座が保有されている加盟国」　
ａ）国際銀行口座番号（IBAN）中にあげられている加盟国，又は
ｂ）IBANのない銀行口座に関しては，口座がある銀行がその本拠を有する加盟
322 専修ロージャーナル　第12号2016.12
州議会及び閣僚理事会指令第98/26号/EC（OJ C 166, 11.6.1998, p.45）。
10　金融機関及び投資会社に対する監督要求に関する，並びに，規則（EU）第648号/2012号の改
正のための2013年６月26日の欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第575/2013号（OJ L 176,
27.6.2013, p.1）。
11　金融機関の活動へのアクセス並びに金融機関及び投資会社の監督に関する，指令第2000/87号
/EC並びに指令第第2006/48号/EC及び第2006/49号/ECの廃止のための2013年６月26日の欧州議
会及び閣僚理事会指令第2013/36号/EU（OJ L 176, 27.6.2013, p.338）。
国，又は，当該口座が支店にある限りで，支店が所在する加盟国
５．「債権」　一定の期限の到来した金額の支払を求める債権，又は，そのような
債権が裁判上訴求しうる限りで，既に行われた取引若しくは既に起きた出来事か
ら生ずる一定金額の支払を求める債権
６．「債権者」　債権のために保全差押命令の申立てをした又は既に取得した，加
盟国に住所を有する自然人若しくは加盟国に本拠を有する法人，又は，加盟国の
法によると裁判所の面前で訴え若しくは訴えられることができる，加盟国に本拠
を有する，その他の権利主体
７．「債務者」　債権者がそれに対して保全差押命令を取得しようとしている又は
既に取得した，自然人若しくは法人，又は，加盟国の法によると裁判所の面前で
訴え若しくは訴えられることができる，その他の権利主体
８．「裁判所の裁判」　裁判所職員の費用額確定決定を含めて，名称のいかんを問
わず，いかなるものであれ，加盟国の裁判所によって下された裁判
９．「裁判上の和解」　加盟国の裁判所によって承認され，又は加盟国の裁判所の
面前で手続の途中で締結された和解
10．「公の証書」　加盟国において公の証書として形式に則って作成され又は登録
された文書であって，その証明力が以下のようなものであるもの
ａ）その公の証書の署名又は内容に関連しており，かつ
ｂ）官庁又はその他の権限ある機関により確認されている。
11．「発布国である加盟国」　そこで保全差押命令が発令された加盟国
12．「執行国である加盟国」　そこで保全差押えの対象となる口座が保有されてい
る加盟国
13．「情報官庁」　加盟国によって指定された，第14条により債務者の口座につい
ての必要な情報を入手する権限のある官庁
14．「管轄官庁」　加盟国によって指定された，第10条第２項，第23条第３項・第
５項・第６項，第25条第３項，第27条第２項，第28条第３項及び第36条第５項第
２段落による受領，転達又は送達を行う権限のある官庁
15．「住所」　欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第1215/2012号12第62条・第63条
の基準による住所
323
民事及び商事事件において国境を越えての債権の取立てを容易にするために、ヨーロッパ口座保全差押命令手続を創設するための2014年5月15日付け欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）第655/2014号（EU口座保全差押命令手続規則）試訳
12　民商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認及び執行に関する2012年12月12日の欧州議会
及び閣僚理事会規則（EU）第1215/2012号（OJ L 351, 20.12.2012, p.1）。
第２章　保全差押命令取得のための手続
第５条　利用可能性
債権者は以下の状況下において保全差押命令を利用できる。
ａ）債権者が，加盟国において，債務者に対する本案の手続を開始する前，又は
そのような手続の途中にあっては，裁判所の裁判が下される，又は裁判上の和
解が承認され若しくは締結されるまで
ｂ）債権者が，加盟国において，債務者に債権者の債権の履行を求める裁判所の
裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得した後。
第６条　管　轄
⑴ 債権者が未だ裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していない場合
は，保全差押命令発令のための管轄権は，関係の適用されるべき管轄規定によっ
て本案の裁判について管轄する加盟国の裁判所にある。
⑵ 第１項にかかわらず，債務者が消費者であり，かつ，債務者の職業上又は業務
上の活動に帰せしめることのできない目的のために債権者と契約を締結した限
り，債務者が住所を有する加盟国の裁判所が，当該契約に起因する債権の保全の
ための保全差押命令の発令について専属的に管轄する。
⑶ 債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解を取得したときは，そこで当該裁判
が下された，又は裁判上の和解が承認され若しくは締結された加盟国の裁判所が，
保全差押命令の発令について管轄する。
⑷ 債権者が公の証書の交付を受けたときは，そこで当該証書が作成された加盟国
の，交付に権限あるものとしてあげられた裁判所が，証書にあげられた債権に関
する保全差押命令の発令について管轄する。
第７条　保全差押命令発令の条件
⑴ 裁判所は，債権者が，その措置がなければ，債務者に対する債権者の債権の後
での執行が不可能又は著しく困難となる現実的なおそれがあるので，保全差押命
令の形式における保全措置が差し迫って必要であることを，裁判所に適切に認め
させるのに十分な証拠方法を提出したときに，保全差押命令を発令する。
⑵ 債権者が未だ，債務者に債権者の債権の履行を求める裁判所の裁判，裁判上の
和解又は公の証書を取得していない場合には，債権者は加えて，債務者に対する
債権に関して，本案について債権者に有利な裁判がなされる見込みがあることを，
裁判所に適切に認めさせるのに十分な証拠方法を提出する。
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第８条　保全差押命令発令の申立書
⑴ 保全差押命令発令の申立書は，第52条第２項による協議手続に従って作成され
た書式を使用して提出されるものとする。
⑵ 申立書は以下の事項を含まなければならない。
ａ）申立書が提出される裁判所の名称及び所在地
ｂ）債権者に関する事項：氏名，名称及び連絡のためのデータ並びにそれがあれ
ば，債権者の代理人の氏名及び連絡のためのデータ，及び
ｉ）債権者が自然人であるときは，生年月日，及び，それが存在し，判明する
ときは識別番号又はパスポート番号，又は
ⅱ）債権者が法人，又は，加盟国の法によると裁判所の面前で訴え若しくは訴
えられることができるその他の権利主体であるときは，設立，権利能力の取
得又は登録の国，及び，識別番号若しくは登録番号，又は，そのような番号
が存在しないときは，設立，権利能力の取得若しくは登録の日及び場所
ｃ）債務者に関する事項：氏名，名称及び連絡のためのデータ並びにそれがあれ
ば，債務者の代理人の氏名及び連絡のためのデータ，及び，判明するときは，
ⅰ）債務者が自然人であるときは，生年月日及び識別番号又はパスポート番号，
又は
ⅱ）債務者が法人，又は，加盟国の法によると裁判所の面前で訴え若しくは訴
えられることができるその他の権利主体であるときは，設立，権利能力の取
得又は登録の国，及び，識別番号若しくは登録番号，又は，そのような番号
が存在しないときは，設立，権利能力の取得若しくは登録の日及び場所
ｄ）債務者が保全差押えの対象となるべき口座を保有する銀行のIBAN又はBICの
ような銀行を識別できる番号，及び/又は，名称及び住所
ｅ）判明するときは，保全差押えの対象となるべき口座の番号，及び，この場合，
同一の銀行の債務者の別の口座が保全差押えの対象となるべきかに関する指示
ｆ）ｄにより要求される事項が提出できないときは，そのような申立てが可能で
ある限りで，第14条による口座情報の入手が申し立てられた旨の陳述，及び，
なぜ債権者の意見によると債務者が特定の加盟国のある銀行に一つ又は複数の
口座を保有していると思われるかの理由の指摘
ｇ）それにつき保全差押命令が申し立てられる債権の額
ⅰ）債権者が未だ裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していない
ときは，元本債権又は元本債権の一部，及び，それが第15条によって取り立
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てることができる限りで，すべての利息の額
ⅱ）債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していると
きは，裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書中にあげられた元本債権又
は元本債権の一部，並びに，それが第15条によって取り立てることができる
限りで，すべての利息及び費用の額
ｈ）債権者が未だ裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していないと
きは，
ⅰ）保全差押命令の申立書が提出される裁判所の管轄権を根拠付ける上で実質
的に重要なすべての事情の記述
ⅱ）債権，及び，場合によっては利息債権を根拠付ける上で実質的に重要なす
べての事情の記述
ⅲ）債権者が既に債務者に対する本案の手続を開始したかについての情報を与
える陳述
ｉ）債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得しているとき
は，その裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書に未だ従われていない，又
は，既に一部従われているときは，どの程度従われたかの陳述
ｊ）保全差押命令の発令を正当化する，第７条第１項の基準によって実質的に重
要なすべての事情の記述
ｋ）もしあるならば，なぜ債権者が，その意見によると，第12条により立担保を
免除されるべきかの理由
ｌ）債権者によって提出された証拠方法のリスト
ｍ）債権者が他の裁判所又は官庁に同等の国家による命令の発令を求める申立て
をしたか，又は，そのような命令が既に取得されたか若しくは却下されたか，
及び，それが既に取得されているときは，既にどの程度執行されたかについて
の情報を与える，第16条による陳述
ｎ）任意であるが，債務者による債権の任意履行のために使用されるべき債権者
の銀行口座の指示
ｏ）申立書中の記載は，債権者によって，誠心誠意，真実に沿いかつ完全に行わ
れた旨，及び，債権者は，故意の誤った又は不完全な記載は申立書が提出され
た加盟国の法による法律効果，又は，第13条による責任を生じさせうることを
知っている旨の陳述
⑶ 申立書には，目的に役立つあらゆる文書，及び，債権者が既に裁判所の裁判若
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しくは裁判上の和解又は公の証書を取得しているときは，その証明力のために必
要な要件を満たしている，裁判所の裁判若しくは裁判上の和解又は公の証書の正
本が添付されるものとする。
⑷ 申立書と文書は，電子的な伝達方法を含め，申立書が提出される加盟国の手続規
定によって認められているあらゆる伝達方法によって伝達されることができる。
第９条　証拠調べ
⑴ 裁判所は，債権者が申立書中で提供し又はそれに添付した情報又は証拠方法に
基づいて，書面手続によって，その裁判をする。裁判所が提出された証拠方法で
は十分ではないと思慮するときは，国内法によって許される限り，債権者に，追
加的な書面による証拠方法の提出を求めることができる。
⑵ 第１項にもかかわらず，かつ，第11条を別として，裁判所は，さらに，そのこ
とにより手続が過度に遅延しない限り，たとえば，債権者又は証人の，テレビ会
議その他のコミュニケーションシステムによることを含めての口頭での審尋のよ
うな，いかなる他の証拠調べの方法をも利用することができる。
第10条　本案手続の開始
⑴ 債権者が本案手続の開始前に保全差押命令発令を求める申立てをしたときは，
そのような手続を開始し，保全差押命令発令を求める申立てをした裁判所の面前
に，いずれの時点がより遅い時点かによって定まる申立書提出の30日以内又は命
令発令後14日以内に，そのような手続を開始した旨を証明する。裁判所は，たと
えば債権の履行に関する合意を調達するために，債務者の申立てによってこの期
間を伸長することもできる。裁判所は，両当事者にその旨を通知する。
⑵ 上記手続の開始に関する証明が，第１項の期間内に裁判所に対してなされない
ときは，保全差押命令は取り消され又は終了し，当事者はその旨の通知を受ける。
命令を発令した裁判所が執行国である加盟国に所在するときは，命令の取消し
又は終了は，この加盟国の法に従って，この加盟国においてなされる。
取消し又は終了が発布国である加盟国以外の加盟国で行われるべきときは，裁
判所は，保全差押命令を，第52条第２項による協議手続に従って発布された実施
行為の方法で作成された取消書式を使用して取り消し，その取消書式を第29条に
より執行国である加盟国の管轄官庁に転達する。この管轄官庁は，取消し又は終
了が実行されるために，必要であれば第23条を適用して，必要な措置をとる。
⑶ 第１項の目的のために，本案手続は，以下の時点に，開始されたものと見做さ
れる，
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ａ）債権者が，その後，その文書の債務者への送達を実現するためにその者の義
務とされた措置を怠らなかったことを前提として，手続開始文書又は同等の文
書が裁判所に提出された時点に，又は
ｂ）債務者への送達がその文書の裁判所への提出前になされるべきときは，債権
者が，その後，その文書を裁判所に提出するためにその者の義務とされた措置
を怠らなかったことを前提として，送達について責任を負う官庁がその文書を
受領した時点に。
本項ｂの意味における送達について責任を負う官庁とは，送達されるべき文書
を最初に受領する官庁である。
第11条　被申立人の審尋を経ない手続
債務者は，保全差押命令発令前には，命令発令を求める申立ての通知を受けず，
又は意見陳述の機会を有しない。
第12条　債権者の立担保
⑴ 債権者が未だ裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していないとき
は，裁判所は，保全差押命令の発令前に，本規則において規定された手続の濫用
を防止し，債権者が第13条によってそのような損害について責任を負う限り，債
務者がその命令によりその者に発生した損害について賠償を受けることができる
ことを確保するめに，債権者から十分な額の立担保を要求する。
例外的場合に，裁判所は，上記の立担保が事件の状況に鑑みると不適切である
と考えるときには，上記の要求から離れることができる。
⑵ 債権者が既に裁判所の裁判若しくは裁判上の和解又は公の証書を取得している
ときは，裁判所は，それが事件の状況に鑑みると必要かつ適切であると考えると
きには，命令発令前に，債権者から第１項第１段落による立担保を要求すること
ができる。
⑶ 裁判所が本条によって立担保を要求するときは，債権者に，要求された額，及
び裁判所が所在する加盟国の法により認められる立担保の形式を通知する。裁判
所は，債権者に，担保がこの要求に従って提供されると直ちに保全差押命令を発
令する旨を通知する。
第13条　債権者の責任
⑴ 債権者は，債権者が有責である保全差押命令によって債務者に生じたいかなる
損害についても責任を負う。証明責任は債務者にある。
⑵ 以下の場合には，債権者が反対事実を証明しない限り，債権者の有責性が推定
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される。
ａ）命令が，債権者が本案の手続を開始しなかったとの理由で，取り消されると
き。ただし，それが，債務者による債権の支払又は当事者間のその他の形式で
の和解の結果であるときを除く。
ｂ）債権者が，第27条により過剰な差押えを受けた資金の解放を申し立てなかっ
たとき，
ｃ）その後，債権者が第16条による義務を履行しなかったとの事実に基づく命令
の発令が正当ではなかった，若しくはより低い金額についてしか正当ではな
かった，ということが確定されるとき，又は
ｄ）債権者が，文書の送達若しくは翻訳，又は送達の欠缺若しくは翻訳の欠缺の
治癒に関する本規則による義務を履行しなかったとの理由により，命令が取り
消され又はその執行が終了させられるとき。
⑶ 第１項にもかかわらず，加盟国は，別の理由若しくは種類の，その国内法におけ
る責任若しくは証明責任規定を維持し，又はその国内法に導入することができる。
⑷ 債権者の責任について適用されるべき法は，執行国である加盟国の法である。
口座が，一以上の複数の加盟国において，保全差押えの対象となるときは，債
権者の責任については，以下の執行国である加盟国の法が適用される。
ａ）債務者が，欧州議会及び閣僚理事会規則（EC）第864/2007号13第23条において
定義されている常居所を有する加盟国，又はそうでなければ
ｂ）事件と最も緊密な関連性を有する加盟国
⑸ 本条においては，ありうる銀行又は第三者に対する責任は扱わない。
第14条　口座情報の入手の申立て
⑴ 債権者が，加盟国において，債務者に債権者の債権の履行を求める執行力ある
裁判所の裁判，執行力ある裁判上の和解又は公の証書を取得しており，債務者が
特定の加盟国に一若しくは複数の口座を保有すると考えるに足る理由を有する
が，債権者には，銀行の名称，住所も，IBAN，BIC若しくは銀行の識別を可能と
するその他の銀行番号も知られていないときには，保全差押命令が申し立てられ
た裁判所に，執行国である加盟国の情報官庁に，銀行と債務者の口座の識別を可
能とするために必要な情報の入手を嘱託すべき旨を申し立てることができる。
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13　契約外の債務関係に適用されるべき法に関する2007年７月11日の欧州議会及び閣僚理事会規
則（EU）第864/2007号（OJ L 199, 31.7.2007, p.40）。
第１段落にもかかわらず，債権者は，その取得した裁判所の裁判，裁判上の和
解又は公の証書が未だ執行しうるようになっていないときにも，関係の事情を考
慮すると保全差押えを受けるべき口座が相当な金額のものであると見込まれると
き，及び，債権者が，裁判所をして，そうでなければ債務者に対する債権者の債
権の後の執行が危うくなる蓋然性があるので，口座情報が差し迫って必要であり，
かつ，このことが後に債権者の財政状況の著しい悪化に繋がると，正当に認めさ
せるに足る証拠方法を提出したときに，第１段落の申立てをすることができる。
⑵ 債権者は，第１項の申立てを，保全差押命令の申立書中で行う。債権者は，そ
の考えによると，なぜ債務者が特定の加盟国の銀行に一若しくは複数の口座を保
有するのか，を理由付け，かつ，債務者及び保全差押えの対象となるべき口座に
関する，債権者に知られている重要なすべての情報を提出する。保全差押命令の
申立てがなされた裁判所が，債権者の申立てには十分な根拠がないとの結論に達
するときは，申立てを却下する。
⑶ 裁判所が，債権者の申立てには十分な根拠があり，―第８条第２項ｂによる情
報提供義務を別として―保全差押命令発令のためのすべての要件と要求が満た
されており，かつ，必要であれば，第12条による立担保の要求が満たされている
と確信するときは，第29条に従って，執行国である加盟国の情報官庁に情報を求
める嘱託を転達する。
⑷ 第１項による情報の入手のために，執行国である加盟国の情報官庁は，この加
盟国において第５項により利用しうる方法の一つを利用する。
⑸ 各加盟国は，その国内法において，第１項による情報の入手のために，以下の
方法のうちの少なくとも一つを利用できるようにする。
ａ）その主権領域内のすべての銀行が，情報官庁の嘱託により，債務者が当該銀
行に口座を保有するか否かを開示する義務を負う。
ｂ）情報官庁が，官庁又は公の行政機関の登録簿に登録されているか，その他の
方法で蓄積されている限りで，関係の情報にアクセスできる。
ｃ）債務者に，その主権領域内のどの銀行に一若しくは複数の口座を保有してい
るかを開示する義務を負わせる裁判所の可能性。ただし，そのような義務が，
債務者に，保全差押命令の対象となるべき金額に至るまで，その口座上の資金
の引出し又は送金を禁止する裁判所の対人的命令を伴うときに限る。又は
ｄ）金銭的，時間的出費が不相当でない限りで，関係の情報を有効かつ効率的に
取得しうる他のすべての方法。
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加盟国がどの方法を利用できるようにするかに関係なく，情報の入手に関わる
すべての官庁は迅速に行動する。
⑹ 執行国である加盟国の情報官庁は，口座情報を入手すると速やかに，当該情報
を第29条に従って嘱託裁判所に転達する。
⑺ 情報官庁が第１項により情報を入手することができないときは，その旨を嘱託
裁判所に通知する。保全差押命令の申立てが第１項による口座情報の不足のため
に全面的に却下されるときは，嘱託裁判所は，遅滞なく，債権者が第12条によっ
て提供したすべての担保を解放する。
⑻ 情報官庁が本条に従って裁判所から情報を取得し，又は，官庁若しくは公の行
政機関の登録簿に蓄積されている口座情報へアクセスするときは，早めの通知が
保全差押命令の効果を危くすることを妨げるために，その個人データの開示に関
する債務者への通知は，30日遅らされる。
第15条　利息及び費用
⑴ 債権者の申立てにより，保全差押命令に，利息の額と種類とにより，それを認
めることが発布国である加盟国の法による侵害規定に対する違反となるようなも
のでない限り，当該債権に適用になる法により命令発令時までに発生したすべて
の利息が含められる。
⑵ 債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得しているときは，
債権者の申立てにより，裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書の取得のため
の費用も，その費用が債務者の負担となると決定される限りで，保全差押命令中
に含められる。
第16条　並行申立て
⑴ 債権者が，同一の債権の保全のために，同一の債務者に対して，複数の裁判所
に，同時に，保全差押命令の発令を求める申立てをすることは許されない。
⑵ 債権者は，保全差押命令の発令を求める申立書中で，同一の債務者に対して，
同一の債権の保全に関して，別の裁判所又は別の官庁に，保全差押命令の発令を
求める申立てをしたか又は既に取得したかを陳述する。さらに，債権者は，不適
法又は理由なしとして却下又は棄却されたそのような命令の発令を求める申立て
を申告する。
⑶ 債権者が，保全差押命令の発令を求める手続の係属中に，同一の債務者に対し
て，同一の債権の保全のために，同等の国内命令を取得したときは，遅滞なく，
裁判所に，その旨及び発令された国内命令のすべてのその後の実行を通知する。
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さらに，債権者は，裁判所に，不適法又は理由なしとして却下又は棄却された同
等の国内命令の発令を求める申立てを通知する。
⑷ 裁判所が，債権者は既に同等の国内命令を取得しているとの通知を受けるとき
は，事件のすべての事情を考慮して，保全差押命令の発令が全部又は一部なお適
切であるかを審査する。
第17条　保全差押命令発令を求める申立てに関する裁判
⑴ 保全差押命令発令を求める申立てがなされた裁判所は，この命令の条件と要件
が満たされているかを審査する。
⑵ 裁判所は，遅滞なく，しかし，遅くとも第18条に定められた期間の経過前に，
申立てについての裁判をする。
⑶ 債権者が第８条の事項の全部は記載していないときは，裁判所は，申立てが明
らかに不適法又は理由がないのではない限り，債権者に，申立書を裁判所が定め
る期間内に完成又は訂正する可能性を与えることができる。債権者が申立書を期
間内に完成又は訂正することを怠るときは，申立ては却下される。
⑷ 保全差押命令は，第９条の証拠方法により，かつ，基礎にある債権に適用され
るべき法により理由のある金額に関して発令され，必要であれば，第15条によっ
て利息及び／又は費用を含む。
命令は，いかなる場合にも，債権者が申立書中に記載した金額を越える金額に
ついて発令されることはない。
⑸ 申立てについての裁判は，債権者に，発布国である加盟国の国内法において定
められた，同等の国内命令のための手続に従って通知される。
第18条　保全差押命令の発令を求める申立てについての裁判に適用になる期間
⑴ 債権者が未だ裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得していないとき
は，裁判所は，債権者が申立書を提出し，又は，必要であれば完成させてから10
労働日の末までに裁判をする。
⑵ 債権者が既に裁判所の裁判，裁判上の和解又は公の証書を取得しているときは，
裁判所は，債権者が申立書を提出し，又は，必要であれば完成させてから５労働
日の末までに裁判をする。
⑶ 裁判所が，第９条第２項による債権者又は，状況に応じて，その証人の口頭で
の審尋を必要と認めるときは，この審尋を遅滞なく実行し，審尋後５労働日の末
までに裁判をする。
⑷ 第12条による場合，債権者から立担保を要求する裁判については，本条第１
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項・第２項及び第３項にあげられた期間が適用になる。裁判所は，債権者が要求
された担保を提供した後，遅滞なく保全差押命令の発令を求める申立てについて
裁判をする。
⑸ 第１項・第２項及び第３項にかかわらず，裁判所は，第14条による場合，債権
者がその時点までに，必要に応じて要求されていた担保を提供した限り，第14条
第６項又は第７条による情報を得た後，遅滞なく裁判をする。
第19条　保全差押命令の方式と内容
⑴ 保全差押命令は，第52条第２項による協議手続に従って発布された実施行為の
方法で作成された書式を使用して発令され，押印，署名及び／又はその他の裁判
所の認証を受ける。書式は以下の２つの部分からなる。
ａ）第２項の情報を含むパートＡ。これは，銀行，債権者及び債務者に伝達され
るものとする。
ｂ）第３項の情報を含むパートＢ。これは，第２項の情報に追加して，債権者及
び債務者に伝達されるものとする。
⑵ パートＡは，以下の情報を含む。
ａ）裁判所の名称，住所及び事件番号
ｂ）第８条第２項ｂによる債権者に関する事項
ｃ）第８条第２項ｃによる債務者に関する事項
ｄ）命令に関わる銀行の名称及び住所
ｅ）債権者が債務者の口座番号を申立書に記載したときは，保全差押えの対象と
なるべき口座の番号，及び，必要であれば，同一の銀行の債務者の他の口座が
保全差押えの対象とならなければならないかについての記載
ｆ）もしそうであれば，保全差押えの対象となることのありうる口座の番号が第
14条による申立てによって取得された旨，及び，銀行が，そのことが第24条第
４項第２段落によると必要である限りで，関係の番号を執行国である加盟国の
情報官庁から取得する旨の記載
ｇ）保全差押えの対象となる金額
ｈ）第24条に従って命令を実行すべき旨の銀行への指示
ｉ）命令発令の日付け
ｊ）債権者が，第８条第２項ｎにより，申立書中に口座を記載したときは，債務
者がそのことを申し立て，それが執行国である加盟国の法により適法であるな
らば，命令中であげられた金額に至るまでの資金を解放して，保全差押えの対
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象となった口座から，債権者が申立書中に記載した口座に送金すべき旨の，第
24条第３項による銀行に向けられた授権
ｋ）第25条による陳述のための電子的書式をどこで入手しうか，についての情報
⑶ パートＢは，以下の情報を含む。
ａ）手続の対象の記述及び命令発令に関する裁判所による理由付け
ｂ）もしあれば，債権者が提供した担保の額
ｃ）必要であれば，本案手続開始及び裁判所に対する手続開始の証明のための期間
ｄ）もしあれば，どの文書が第49条第１項第２文により翻訳されるべきかについ
ての指示
ｅ）必要であれば，債権者が命令の執行の開始を求める権限を有し，その結果，
命令を第23条第２項により執行国である加盟国の管轄官庁に転達し，第28条第
２項・第３項及び第４項による債務者への送達を求める権限を有する旨の指示
ｆ）債務者への不服申立方法の教示
⑷ 保全差押命令が幾つかの別々の銀行の口座に関わるときは，各銀行について
別々の書式（第２項のパートＡ）に記入しなければならない。この場合，債権者
及び債務者に交付された書式（第２項乃至第３項のパートＡ及びパートＢ）は関
係銀行すべてのリストを含むものとする。
第20条　保全差押えの存続期間
保全差押命令の対象となった資金は，命令又は第４章による命令の事後的な変更
若しくは限定に従って，以下の時まで，保全的に差し押さえられたままとする。
ａ）命令が取り消されるまで，
ｂ）命令の執行が終了させられるまで，又は
ｃ）債権者が保全差押命令によって保全されるべき債権に関して取得した裁判所
の裁判，裁判上の和解又は公の証書の執行のための措置が，その命令によって
保全的に差し押さえられた資金に関して有効となるまで。
第21条　保全差押命令発令を求める申立ての却下に対する不服申立て
⑴ 債権者は，保全差押命令発令を求める申立てを全部又は一部却下した裁判所の
裁判に対して不服申立てをすることができる。
⑵ そのような不服申立ては，第１項による裁判が債権者に通知された日から10日
以内になされる。それは，関係加盟国が第50条第１項ｂにより委員会に通告した
裁判所になされる。
⑶ 保全差押命令発令を求める申立てが全部却下されるときは，不服申立ては，第
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11条に規定された被申立人の予めの審尋なしの手続によって処理される。
第３章　保全差押命令の承認，執行力及び執行
第22条　承認及び執行力
加盟国において本規則に従って発令された保全差押命令は，特別な手続を要する
ことなく他の加盟国において承認され，執行宣言を要することなく他の加盟国にお
いて執行することができる。
第23条　保全差押命令の執行
⑴ 本章を別として，保全差押命令の執行は，執行国である加盟国における同等の
国内命令の執行について適用される手続に従って行われる。
⑵ 命令の執行に関わるすべての官庁は，迅速に活動する。
⑶ 保全差押命令が執行国である加盟国以外の加盟国で発令されたときは，第19条
第２項の命令のパートＡ及び第25条の陳述のための空欄が記入されていない標準
書式が，本条第１項の目的のために，第29条に沿って，執行国である加盟国の管
轄官庁に転達される。
転達は，発布国である加盟国の法によると，誰が執行手続の開始について権限
があるかに応じて，発令裁判所又は債権者によって行われる。
⑷ 命令には，必要な場合には，執行国である加盟国の公用語，又は，この加盟国
に複数の公用語があるときは，命令が実行されるべき地の公用語若しくは公用語
の一への翻訳若しくは字訳が添付される。翻訳又は字訳は，第19条の書式であっ
て，適切な言語によるものを使用して，発令裁判所が用意する。
⑸ 執行国である加盟国の管轄官庁は，命令をその国内法によって執行させるため
に必要な措置をとる。
⑹ 保全差押命令が同一の加盟国又は別々の加盟国における一以上の複数の銀行に
関わるときは，それぞれの執行国である加盟国の管轄官庁は，各銀行に，第19条
第４項による別々の書式を転達する。
第24条　保全差押命令の実行
⑴ 保全差押命令の向けられる銀行は，命令を，その受領後，又は，そのことが執
行国である加盟国の国内法において定められている限りで，対応する命令実行指
示の受領後，遅滞なく実行する。
⑵ 保全差押命令の実行のために，銀行は，第31条を別として，以下のいずれかの
方法で，命令中にあげられた資金の保全差押えを行う。
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ａ）この資金が，命令中にあげられている，若しくは第４項により特定された口
座から送金若しくは引き出されないように確保する，又は
ｂ）そのことが国内法において定められている限りで，この資金を，保全差押え
のために決められた口座に送金する，又は
実際に保全差押えの対象となる資金は，命令又は対応する指示の銀行への到
達時に既に取引が継続中であるときは，その精算に係ることがありうる。しか
し，その種の継続中の取引は，第25条による陳述の提出前，第25条第１項で定
められた期間の経過までに精算されるときにのみ，考慮される。
⑶ 第２項ｂにもかかわらず，銀行は，債務者の希望により，以下のすべての要件が
満たされるときは，保全差押えの対象となった資金を解放し，命令中にあげられ
た債権者の口座に，その債権の支払に充てるために，送金する旨を授権される。
ａ）銀行へのこの授権が命令中に明示的にあげられており，
ｂ）執行国である加盟国の法が，そのような解放と送金を認めており，かつ
ｃ）当該口座について競合する命令が存在しない。
⑷ 保全差押命令が債務者の口座番号を含まず，氏名・名称及び債務者に関するそ
の他の事項のみを含んでいるときは，銀行又は命令の執行を管轄するその他の機
関は，債務者が命令中にあげられた銀行に保有する口座を特定する。
銀行又はその他の機関が，命令中の記載事項に基づいて債務者の口座を特定で
きないときは，以下のようにする。
ａ）銀行は，第19条第２項ｆに従い，命令中に，保全差押えの対象となるべき口
座の番号が第14条の申立てによって取得された旨が記載されているときは，執
行国である加盟国の執行官庁でこの口座番号を入手し，かつ
ｂ）銀行は，他のすべての場合には，命令を実行しない。
⑸ 保全差押命令中にあげられた金額を越える第２項ａの口座上の資金は，命令の
実行によって影響を受けないままである。
⑹ 保全差押命令の実行の時点で第２項ａの口座上の資金が，命令中にあげられた
総額の保全差押えのために十分ではないときは，命令は，口座にある金額に関し
てのみ実行される。
⑺ 保全差押命令が同一の銀行にある債務者の複数の口座に関連しているときは，
命令は以下の順序で実行される。
ａ）債務者の単独名義の貯蓄口座
ｂ）債務者の単独名義の振替口座
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ｃ）第30条の留保の下に，複数の者の名義の共同貯蓄口座
ｄ）第30条の留保の下に，複数の者の名義の共同振替口座
⑻ 第２項ａの口座の資金が保全差押命令中にあげられているのとは別の通貨建て
であるときは，銀行は，命令中にあげられた金額を，命令の実行の日時に当該通
貨の売りについて妥当している欧州中央銀行の基準為替レート，又は執行国であ
る加盟国の中央銀行の為替レートで，当該資金の通貨に換算し，その資金の通貨
の対応する金額での保全差押えを行う。
第25条　資金の保全差押えに関する陳述
⑴ 保全差押命令の実行後第３労働日までに，銀行又は執行国である加盟国におい
て命令の執行について管轄するその他の機関は，第52条第２項の協議手続に従っ
て発布された実施行為の方法で作成された陳述用書式を使用して，陳述を行い，
その書式には，債務者の口座上の資金が保全差押えの対象となったか，どの範囲
でそうか，もしそうであれば，何日に命令が実行されたか，を記載する。銀行又
はその他の機関が，特別な事情により，３労働日以内に陳述書を交付しえないと
きは，可能な限り速やかに，しかし，遅くとも命令の実行後８労働日が経過する
までに，陳述書を交付する。
陳述書は，遅滞なく，第２項・第３項により転達される。
⑵ 命令が執行国である加盟国において発令されたときは，銀行又は命令の執行に
ついて管轄するその他の機関は，陳述書を第29条によって発令裁判所に，配達証
明付きの書留郵便又は同等の電子的手段によって債権者に転達する。
⑶ 命令が執行国である加盟国以外の加盟国において発令されたときは，陳述書は，
第29条によって執行国である加盟国の管轄官庁に転達される。ただし，それが同
一の官庁によって交付されたときを除く。
この官庁は，陳述書を，その受領又は交付後最初の労働日の末までに，第29条
によって発令裁判所に，配達証明付きの書留郵便又は同等の電子的手段によって
債権者に転達する。
⑷ 銀行又は執行国である加盟国において命令の執行について管轄するその他の機
関は，債務者の嘱託により，債務者に対して命令の詳細を開示する。銀行又はそ
の他の機関は，このことを，そのような嘱託がなくとも行うことができる。
第26条　銀行の責任
本規則によりそれに課された義務の不履行に関する銀行の責任は，執行国である
加盟国の法に従う。
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第27条　保全差押えの対象となった過剰な資金を解放する債権者の義務
⑴ 債権者は，保全差押命令の実行後，保全差押命令中にあげられた金額を越える
いかなる資金であっても，以下のときは，解放する義務を負う。
ａ）命令が同一の加盟国又は別々の加盟国における複数の口座に関連していると
き，又は
ｂ）命令が，同一の債務者に対して，同一の債権の保全のために，一若しくは複
数の同等の国内命令の実行後に発令されたとき。
⑵ 債権者は，そのような過剰な保全差押えを明らかにする第25条の陳述書の受領
後の第３労働日の末までに，可能な限り迅速な方法で，第52条第２項の協議手続
に従って発布された実施法行為の方法で作成された書式を使用して，過剰に保全
差押えの対象となった資金の解放の求めのために，過剰な保全差押えの行われた
執行国である加盟国の管轄官庁に，解放の申立てをする。
この官庁は，申立書の受領後，関係銀行に，遅滞なく，過剰に保全差押えの対
象となった資金の解放を行うように指示する。必要であれば，第24条第７項が逆
の順序で適用になる。
⑶ 本条は，加盟国をして，必要であれば，その国内法規定において，その主権領
域において保有されている口座からの過剰に保全差押えの対象となった資金の解
放が，この加盟国の管轄執行官庁によって自発的に行われると定めることを妨げ
るものではない。
第28条　債務者への送達
⑴ 保全差押命令，第５項にあげられたその他の文書及び第25条の陳述書は，本条
に従って債務者に送達される。
⑵ 債務者が発布国である加盟国に住所を有するときは，送達はこの加盟国の法に
より行われる。送達は，誰が発布国である加盟国において送達の開始について権限
があるかに応じて，発令裁判所又は債権者により，保全差押えの対象になった資
金に関する第25条の陳述書の受領の日の後第３労働日の末までに，開始される。
⑶ 債務者が発布国である加盟国以外の加盟国に住所を有するときは，誰が発布国
である加盟国において送達の開始について権限があるかに応じて，発令裁判所又
は債権者により，保全差押えの対象になった資金に関する第25条の陳述書の受領
の日の後の第３労働日の末までに，本条第１項の文書を，債務者が住所を有する加
盟国の管轄官庁に，第29条に従って転達する。この官庁は，遅滞なく，債務者が住
所を有する加盟国の法に従って債務者への送達を行うために必要な措置をとる。
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債務者が住所を有する加盟国が唯一の執行国である加盟国であるときは，本条
第５項の文書は，この加盟国の管轄官庁に，第23条第３項の命令と同時に転達さ
れる。そのような場合，管轄官庁は，本条第１項のすべての文書の送達を，資金
が過剰に保全差押えの対象になったことを明らかにする第25条の陳述書の受領又
は交付後の第３労働日の末までに開始する。
管轄官庁は，誰が送達されるべき文書を転達したかに応じて，発令裁判所又は
債権者に，債務者への送達の結果を通知する。
⑷ 債務者が第三国に住所を有するときは，送達は，発布国において行われている
国際送達に関する規定に従って行われる。
⑸ 必要であれば第49条第１項によって翻訳又は字訳が添付される以下の文書が，
債務者に送達される。
ａ）第19条第２項・第３項の書式パートＡ及びパートＢを使用して，保全差押命令
ｂ）債権者が裁判所に提出した保全差押命令の発令を求める申立書
ｃ）債権者が命令を取得するために裁判所に提出したすべての文書の正本
⑹ 保全差押命令が複数の銀行に関わるときは，債務者には，資金が保全差押命令
の対象になったことを明らかにする第25条の最初の陳述書だけが送達される。第
25条のその後の陳述は，債務者に遅滞なく通知される。
第29条　文書の転達
⑴ 本規則において本条による文書の転達が定められているときは，受領された文
書の内容が転達された文書のそれと内容的に正確に一致し，すべての含まれた事
項が苦労なしに判読可能である限り，この転達は適切な手段によって行うことが
できる。
⑵ 本条第１項により文書を受領した裁判所又は官庁は，受領の日の次の官庁の労
働日の末までに，文書を転達した債権者又は銀行に，可能な限り迅速な方法で，
第52条第２項の協議手続に従って発布された実施行為の方法で作成された書式を
使用して，受領証明を送付する。
第30条　共同口座と信託口座の保全差押え
口座のある銀行の文書によると，債務者が単独では処分できない，又は，第三者
が債務者の名で，若しくは債務者が第三者の名で処分することができることになっ
ている口座上の資金は，本規則により，執行国である加盟国の法によって差押え可
能である限りでのみ，保全差押えの対象となりうる。
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第31条　保全差押えから除外される資金
⑴ 執行国である加盟国の法により差押えを禁止される資金は，本規則により保全
差押えから除外される。
⑵ 第１項にあげられた資金が，執行国である加盟国の法によると，債務者の申立
てなしに差押えを禁止されるときは，この加盟国において資金の解放について管
轄する機関は，自らこの資金を保全差押えから解放する。
⑶ 第１項にあげられた資金が，執行国である加盟国の法によると，債務者の申立
てにより差押えを禁止されるときは，この資金は，第34条第１項ａが規定するよ
うに，債務者の申立てにより，保全差押えから解放される。
第32条　保全差押命令の順位
保全差押命令は，もしあるのであれば，同等の国内命令が執行国である加盟国に
おいて有するのと同順位を有する。
第４章　不服申立て
第33条　保全差押命令に対する債務者の不服申立て
⑴ 発布国である加盟国の管轄裁判所への債務者の申立てに基づき，保全差押命令
は，以下の理由によって，取り消し又は変更されうる。
ａ）本規則の条件又は要件が満たされていない。
ｂ）第25条の陳述書及び／又は第28条第２項の文書が，債務者に，その口座の保
全差押えから14日以内に送達されない。
ｃ）債務者に第28条によって送達された文書が第49条第１項による言語要件を満
たしていない。
ｄ）命令中にあげられた金額を越える過剰に差し押さえられた資金が第27条に
よって解放されない。
ｅ）債権者が当該命令によりその執行を保全しようとした債権が，全部又は一部
支払われた。
ｆ）本案の裁判所の裁判により，債権者が当該命令によりその執行を保全しよう
とした債権が棄却された。
ｇ）債権者が当該命令によりその執行を保全しようとした本案の裁判所の裁判，
裁判上の和解又は公の証書が取り消され，又は，場合によっては無効とされた。
⑵ 発布国である加盟国の管轄裁判所への債務者の申立てに基づき，第12条の担保
に関する裁判は，同条の条件と要件が存在しないと主張されるとの理由によって，
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再審査される。
裁判所が，そのような不服申立てに基づいて，債権者が担保又は追加的な担保
を提供することを要求するときは，第12条第３項第１文が準用され，裁判所は，
要求された（追加的な）担保が裁判所が定めた期間の経過までに提供されないと
きは，保全差押命令は取り消され又は変更される旨を宣言する。
⑶ 第１項ｂにより提起された不服申立ては，送達の欠缺が第１項の債務者の不服
申立てを債権者に通知した後14日以内に治癒されない限り，認容される。
送達の欠缺が既に他の手段によって治癒された限り，それは，第１項ｂの債務
者の不服申立てが認容されるべきかの判断のためには，以下のときに，治癒され
たものと見做される。
ａ）債権者が，発布国である加盟国の法により送達について管轄する機関に，当
該文書が債務者に送達されることを申し立てるとき，又は
ｂ）債務者が，その不服申立て中で，自らが発布国である加盟国の裁判所に当該
文書を取りに行くことに同意した旨を述べ，債権者が，この裁判所に第49条第
１項によって翻訳を転達する限りで，翻訳を提供する権限を有したとき。
発布国である加盟国の法により送達について管轄する機関は，文書を，債務者
に，本項第２段落ａの債権者の申立てに基づいて，遅滞なく，配達証明付きの書
留郵便により，債務者が第５項に従って申告した住所に宛てて送達する。
債権者が，第28条によって，文書の送達について権限を有したときは，送達の
欠缺は，債権者が文書の当初予定された送達を行うために必要なすべての措置を
講じた旨を証明するときにのみ，治癒されうる。
⑷ 第１項ｃにより提起された不服申立ては，債権者が，債務者に，本規則によっ
て要求された翻訳を，第１項ｃによる債務者の不服申立ての通知を受けてから14
日以内に提供しない限り，認容される。
第３項第２段落・第３段落が準用される。
⑸ 第１項ｂ，ｃによって提起された不服申立て中で，債務者は，第28条にあげら
れた文書及び翻訳が本条第３項・第４項により転達される住所か，又は，その文
書を発布国である加盟国の裁判所に取りに行くことに同意する旨を申告する。
第34条　保全差押命令の執行に対する債務者の不服申立て
⑴ 第33条・第35条にもかかわらず，管轄裁判所，又は，そのことが国内法に定め
られている限りで，執行国である加盟国の管轄執行官庁への債務者の申立てに基
づいて，この加盟国における保全差押命令の執行は，以下のこととなる。
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ａ）第31条第３項によって決定された口座上の資金が差押えから解放されるべき
である，又は，差押えから解放された資金が第31条第２項による命令の実行に
際して考慮されなかった，若しくは適切に考慮されなかったとの理由で，制限
される，又は
ｂ）以下の理由で，終了させられる。
ⅰ）保全差押えの対象となった口座が，第２条第３項・第４項によると，本規
則の下に入らない。
ⅱ）債権者が当該命令によって保全しようとした裁判所の裁判，裁判上の和解
若しくは公の証書の執行が執行国である加盟国によって拒絶された。
ⅲ）債権者がその執行を当該命令によって保全しようとした裁判所の裁判の執
行力が，執行国である加盟国において停止された，又は
ⅳ）第33条第１項ｂ，ｃ，ｄ，ｅ，ｆ若しくはｇが適用になる。第33条第３項・
第４項乃至第５項が適用になる。
⑵ 執行国である加盟国の管轄裁判所への債務者の申立てに基づいて，この加盟国
における保全差押命令の執行は，執行国である加盟国の公序に明らかに反すると
きは，終了させられる。
第35条　債権者及び債務者のその他の不服申立て
⑴ 債権者又は債務者は，保全差押命令を発令した裁判所に，命令の発令の原因と
なった事情が変化したとの理由で，命令の変更又は取消しを申し立てることがで
きる。
⑵ さらに，保全差押命令を発令した裁判所は，変化した事情に基づいて，発布国
である加盟国の法により認められる限り，命令を自ら変更又は取り消すことがで
きる。
⑶ 債務者及び債権者は，債権の履行に関する合意をしたとの理由により，保全差
押命令を発令した裁判所に，命令の取消し又は変更を，乃至は，執行国である加
盟国の管轄裁判所又は，このことが国内法に定められている限りでこの加盟国の
管轄執行官庁に，命令の執行の終了又は制限を申し立てることができる。
⑷ 債権者は，執行国である加盟国の管轄裁判所又は，そのことが国内法に定めら
れている限りでこの加盟国の管轄執行官庁に，この加盟国において第31条によっ
て適用された解放の調整のための保全差押命令の執行の変更を，既に他の解放が，
一若しくは複数の他の加盟国において保有されていた一若しくは複数の口座に関
して，十分な金額で適用され，それ故に，調整が適切であるとの理由により，申
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し立てることができる。
第36条　第33条・第34条及び第35条による不服申立てのための手続
⑴ 第33条・第34条又は第35条による不服申立ての提起は，第52条第２項による協
議手続に従って発布された実施法行為の方法で作成された不服申立てのための
書式を使用してなされるものとする。申立書は，何時でも，申立書が提出される
加盟国の手続規定によって認められるいかなる伝達方法―電子的伝達方法を含
む―によっても転達されうる。
⑵ 申立ては他方の当事者に通知される。
⑶ 申立書が，債務者によって，第34条第１項ａ又は第35条第３項により提出され
た場合以外の場合には，申立てに対する裁判は，両当事者に，関係各加盟国の国
内法により利用しうる適切かつ適法な伝達技術をも用いての，意見表明の機会が
与えられた後，下される。
⑷ 裁判は遅滞なく下されるものとし，裁判所又は，そのことが国内法に定められ
ている限りで管轄執行官庁が，その裁判にとって重要なすべての情報を取得して
から21日より後であってはならない。裁判は当事者に通知される。
⑸ 保全差押命令を取り消し又は変更する裁判，及び，保全差押命令の執行を制限
し又は終了させる裁判は，即時に執行しうる。
不服申立てが発布国である加盟国において提起されたときは，裁判所は，第29
条により，不服申立てに対する裁判を，遅滞なく，執行国である加盟国の管轄官
庁に，第52条第２項による協議手続に従って発布された実施法行為の方法で作成
された書式を使用して転達するものとする。この官庁は，受領後直ちに，不服申
立てに関する裁判が実行されることを確保するものとする。
不服申立てに関する裁判が発布国である加盟国に保有されている口座に関連し
ているときは，この銀行口座に関する実行は発布国である加盟国の法に従って行
われる。
不服申立てが執行国である加盟国において申し立てられるときは，不服申立て
に関する裁判の実行は執行国である加盟国の法に従って行われる。
第37条　不服申立てに対する裁判に対する上訴
各当事者は，第33条・第34条又は第35条によって発令された裁判に対して上訴を
提起することができる。そのような上訴は，第52条第２項による協議手続に従って
発布された実施法行為の方法で作成された上訴のための書式を使用して提起される
ものとする。
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第38条　保全差押えに代わる立担保
⑴ 債務者の申立てにより
ａ）保全差押命令を発令した裁判所は，債務者が，この裁判所に，命令中にあげ
られた金額の担保，又は，裁判所が所在する加盟国の法により認められている
形式で，少なくとも前記の金額に対応する金額の担保を提供するときは，保全
差押えの対象となった資金の解放を命ずることができる。
ｂ）管轄裁判所又は，そのことが国内法に定められている限りで執行国である加
盟国の管轄執行官庁は，債務者が，この裁判所又はこの官庁に，この加盟国に
おいて保全差押えの対象となった資金の金額，又は，裁判所が所在する加盟国
の法により認められている形式で，少なくとも前記の金額に対応する金額の担
保を提供するときは，執行国である加盟国における保全差押命令の執行を終了
させることができる。
⑵ 第23条及び第24条は，保全差押えの対象となった資金の解放について準用され
る。保全差押えに代わる立担保は，債権者に国内法に従って通知される。
第39条　第三者の権利
⑴ 保全差押命令に異議を申し立てる第三者の権利については，発布国である加盟
国の法による。
⑵ 保全差押命令の執行に異議を申し立てる第三者の権利については，執行国であ
る加盟国の法による。
⑶ EU法又は国内法のその他の管轄規定にもかかわらず，以下のための第三者の
訴えに関する裁判については，それぞれ当該箇所に定めた裁判所が管轄する。
ａ）保全差押命令に対する異議のための訴えについては，発布国である加盟国の
裁判所，及び
ｂ）執行国である加盟国における保全差押命令の執行に対する異議のための訴え
については，執行国である加盟国の裁判所，又は，そのことがこの加盟国の国
内法に定められている限りで管轄執行官庁
第５章　一般規定
第40条　公的認証又は類似の形式
本規則の枠内においては，公的認証も類似の形式も必要としない。
第41条　法的代理
保全差押命令を取得する手続においては，弁護士又はその他の法律専門職による
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代理は義務的ではない。第４章による手続においては，弁護士又はその他の法律専
門職による代理は義務的ではないが，そのような代理が，不服申立てがそこになさ
れた裁判所又は官庁の加盟国の法により，当事者の国籍又は住所にかかわらず定め
られているときは別である。
第42条　裁判所費用
保全差押命令を取得する手続又は命令に対する不服申立手続における費用は，同
等の国内命令又はそのような国内命令に対する不服申立てに関して算定されるもの
よりも高額であってはならない。
第43条　銀行に発生する費用
⑴ 銀行は，保全差押命令の実行に際してそれに発生する費用を，執行国である加
盟国の法によると，同等の国内命令との関連において，そのような補償又は償還
の請求権を有するときにのみ，償還又は補償させることができる。
⑵ 銀行が第１項の費用を償うために徴収する手数料は，保全差押命令の実行の複
雑性を考慮に入れて確定されるべきものとし，同等の国内命令の実行のために取
り立てられる手数料より高額であってはならない。
⑶ 銀行が第14条の口座情報提供のための費用を償うために徴収する手数料は，実
際に発生した費用，及び，同等の国内命令の枠内における口座情報提供のために
場合によっては徴収されることのある手数料を上回ってはならない。
第44条　銀行が徴収する手数料
保全差押命令の処理若しくは執行又は第14条の口座情報の提供に関わった執行国
である加盟国の官庁又はその他の機関が徴収する手数料は，各加盟国が予め定め，
そこに適用になる手数料が透明性をもってあげられている手数料率又はその他の規
則に基づいて，徴収される。料率又はその他の規則を定めるに当たっては，加盟国
は，命令中にあげられた金額及び命令の処理の複雑性を考慮する。手数料は，同等
の国内命令との関連で場合によっては徴収されることのある手数料を上回ってはな
らない。
第45条　期　間
特別な事情のために，第14条第７項，第18条，第23条第２項，第25条第３項第２
段落，第28条第２項・第３項・第６項，第33条第３項及び第36条第４項・第５項の
期間を遵守することが，裁判所又は関係官庁に可能でないときは，当該裁判所又は
当該官庁は，可能な限り迅速に，これらの規定により必要な措置をとるものとする。
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第46条　国内訴訟法との関係
⑴ 本規則において明示的に規制されていないすべての手続法上の問題について
は，手続が行われる加盟国の法による。
⑵ 保全差押命令の執行のような，個々の執行行為に対する倒産手続開始の効果に
ついては，倒産手続が開始された加盟国の法による。
第47条　データ保護
⑴ 本規則に従って取得され，処理され又は転達される個人データは，そのために
取得，処理又は転達が行われた目的に沿ったものであり，それにとって重要なも
のでなければならず，それを越えるものであってはならない。それは専らこの目
的のためにのみ使用されるものとする。
⑵ 管轄官庁，情報官庁，及び保全差押命令の執行について管轄するその他の各機
関は，第１項のデータを，それが取得，処理又は転達された目的のために必要で
ある限りでのみ，しかし，いずれにせよ，手続の終了から最長６月まで保存し，
その間，これらのデータの適切な保護を保証するものとする。本項は，裁判所が
その任務遂行の際に処理し，蓄積するデータには適用されない。
第48条　他の法行為との関係
本規則は，以下の法行為の適用には影響しない。
ａ）本規則の第10条第２項，第14条第３項・第６項，第17条第５項，第23条第３
項・第６項，第25条第２項・第３項，第28条第１項・第３項・第５項・第６項，
第29条，第33条第３項，第36条第２項・第４項及び第49条第１項の場合を別と
して，欧州議会及び閣僚理事会規則（EC）第1393/2007号14
ｂ）規則（EU）第1215/2012号
ｃ）規則（EC）第1346/2000号
ｄ）本規則第14条第８項及び第47条の場合を別として，指令第95/46号（EC）
ｅ）欧州議会及び閣僚理事会規則（EC）第1206/2001号15
ｆ）本規則の第13条第４項の場合を別として，規則（EC）第864/2007号
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14　加盟国間の民事又は商事事件における裁判上及び裁判外の文書の送達（文書の送達）に関す
る，並びに，理事会規則（EC）第1348/2000号を廃止するための2007年11月13日の欧州議会及び
閣僚理事会規則（EC）第1393/2007号（OJ L 324, 10.12.2007, p.79）。
15　民事又は商事事件における証拠収集に関する加盟国の裁判所間の協力に関する2001年５月28
日の閣僚理事会規則（EC）第1206/2001号（OJ L 174, 27.6.2001, p.1）。
第49条　言語の規制
⑴ 債務者が住所を有する加盟国の公用語，又は，この加盟国に複数の公用語が存
在する限りで，債務者が住所を有する地の公用語若しくは公用語の一つ，又は，
債務者が理解する他の言語で作成されていない，第28条第５項ａ及びｂにあげら
れており，債務者に送達されるべき文書には，これらの言語の一つへの翻訳又は
字訳が添付されるべきである。第28条第５項ｃにあげられた文書は，裁判所が，
例外的に，債務者がその権利を主張しうるように，特定の文書が翻訳又は字訳さ
れなければならないと決定しない限り，翻訳されない。
⑵ 本規則に従って裁判所又は管轄官庁に向けられる文書は，当該の加盟国がその
言語を受け入れることができる旨を表明しているときは，EUの機関の他の公用
語によって作成することができる。
⑶ 本規則の規定による翻訳は，ある加盟国においてそれにつき資格のある翻訳者
によって行われるべきである。
第50条　加盟国によって提供されるべき情報
⑴ 加盟国は，2016年７月18日までに，委員会に対して，以下の情報を通知する。
ａ）保全差押命令を発令する権限があるものとして指定された裁判所（第６条第
４項）
ｂ）口座情報を入手する権限があるものとして指定された官庁（第14条）
ｃ）その国内法により利用しうる口座情報入手の手段（第14条第５項）
ｄ）そこに不服申立てを提起しうる裁判所（第21条）
ｅ）保全差押命令と本規則によるその他の文書を受領し，転達し及び送達する権
限があるものとして指定された官庁（第４条第14項）
ｆ）第３章による保全差押命令の執行についての管轄官庁
ｇ）共同口座又は信託口座の保全差押えの可能性に関する国内規制（第30条）
ｈ）差押えから解放されている金額に関する国内規定（第31条）
ｉ）国内法によると，銀行が，同等の国内命令の実行又は口座情報の提供につい
て手数料を徴収することができるか，できるとするならば，いずれの当事者が
この手数料を仮に支払わなければならないか，最終的に支払わなければならな
いか（第43条）。
ｊ）保全差押命令の処理又は執行に関わった官庁又はその他の機関が徴収する適
用手数料が計上されている手数料率又はその他の規則（第44条）
ｋ）同等の国内命令に，国内法によって与えられる順位（第32条）
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ｌ）不服申立てについて管轄する裁判所又は，場合によっては執行官庁（第33条
第１項・第34条第１項又は第２項）
ｍ）そこに上訴が提起されるべき裁判所，それが定められている限りでのこの上
訴が国内法により提起されるべき期間，及び，この期間の進行の開始の原因と
なる出来事（第37条）
ｎ）裁判所費用の指示（第42条），及び
ｏ）文書の翻訳について認められている言語（第49条第２項）
加盟国は，委員会に，これらの情報に関する事後の変更を通知する。
⑵ 委員会は，適切な方法，とくに，民商事事件のための欧州司法ネットワークを
通じて，これらの情報を公表する。
第51条　書式の作成及び事後の変更
委員会は，第８条第１項，第10条第２項，第19条第１項，第25条第１項，第27条
第２項，第29条第２項，第36条第１項，第36条第５項第２段落及び第37条の書式及
びその事後の変更についての実施法行為を発布する。この実施法行為は，第52条第
２項中にあげられた協議手続に従って発布される。
第52条　小委員会手続
⑴ 委員会は，小委員会による援助を受ける。この小委員会は，規則（EU）第
182/2011号の意味における小委員会である。
⑵ 本項が援用されるとき，規則（EU）第182/2011号第４条が適用される。
第53条　監督及び審査
⑴ 委員会は，欧州議会，委員会，欧州経済及び社会委員会に対し，2022年１月18
日までに，本規則の適用に関する報告書を提出するものとし，それは，以下の問
題に関する評価も含むものとする。
ａ）本規則の適用範囲に金融商品を取り入れるべきか，及び
ｂ）保全差押命令の実行後に債務者の口座に貸方記入された資金が，当該命令に
基づいて保全差押えの対象となりうるか。
⑵ 第１項の目的のために加盟国は以下の情報を収集し，要望に応じて委員会の利
用に委ねる。
ａ）保全差押命令の申立て件数及び発令された命令の件数
ｂ）第33条及び第34条の不服申立ての提起件数，及び，もし可能であれば，不服
申立ての認容件数，並びに
ｃ）第37条の上訴の提起件数，及び，可能な限りで，上訴が奏効した件数
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第６章　最終規定
第54条　発　効
本規則は，EU官報掲載後20日目に発効する。
本規則は，2016年７月18日から適用される第50条を別として，2017年１月18日か
ら適用される。
本規則は，そのすべての部分において拘束的であり，諸条約に従い，加盟国にお
いて直接適用される。
2014年５月15日　ストラースブールにて
欧州議会の名において
議長　M. SCHULZ
閣僚理事会の名において
理事長　D. KOURKOULAS
【追記】本稿は，「平成27年度専修大学長期国内研修員」としての研究の成果の一部
である。
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